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   [中越大震災と中越沖地震の被害状況の対比] 
中 越 大 震 災 ■中山間地型の地震。公共インフラが大きな打撃を受け、孤立集落が多数発生 




















































    ・地盤液状化も影響し、住宅・宅地に甚大な被害が発生 
    ・商店街を含む中心市街地に甚大な被害が発生 
    ・商業・製造業・農林水産業関係者の生産設備等に甚大な被害が発生 






























 新潟県中越沖地震 新潟県中越大震災 
発 生 日 平成19年７月16日 平成16年10月23日 
マ グ ニ チ ュ ー ド Ｍ６．８ Ｍ６．８ 
震 央 地 名 新潟県上中越沖 川口町 





最 大 震 度 震度６強 震度７ 
死   者          15名       68名 
負  傷  者 
（重軽傷者）        2,315名      4,795名 
全   壊        1,319棟        3,175棟 
半   壊 大規模半壊：  857棟 半   壊：4,764棟 
大規模半壊： 2,166棟 
半   壊：11,642棟 
被 害 状 況 
一 部 損 壊       34,658棟    104,840棟 
県 管 理 施 設 277箇所 7,686百万円 1,485箇所 68,280百万円 
市町村管理施設 969箇所 10,422百万円 2,054箇所 44,000百万円 
公共土木施設災害 
(金額：査定決定額) 
[ 合  計 ] 1,246箇所 18,108百万円 3,539箇所 112,280百万円 
災害関連緊急事業 
( 県 ) 17箇所 3,132百万円 78箇所 22,775百万円 
地域防災がけ崩れ 
対策事業(市町村) 23箇所 673百万円 42箇所 1,075百万円 土 砂 災 害 対 策 
(金額：事業採択額) [ 合  計 ] 40箇所 3,805百万円 119箇所 23,850百万円 
地 震 の 特 質 都市型 生活直撃型 
中山間地型 
インフラ打撃型 
（注１）被害状況：中越沖地震は平成 19年 12月 13日現在、中越大震災は平成 19年８月 23
日現在 
（注２）公共土木施設災害・土砂災害対策：中越沖地震は平成 19年 12月６日現在、中越大震





















































  雇用面  
   ●原子力発電所は、関連企業の雇用を含め、柏崎・刈羽地域における雇用機会
を創出している。 
 
  [柏崎・刈羽地域の就業人口と原子力発電所の従業者数] 
 柏崎・刈羽地域の就業人口  ■ 約50,000人 
  原子力発電所関連の従業者数 
 ■ 約6,000人 
   うち地元雇用者：約4,800人 






  財政面  
   ●関係自治体の歳入の中で、原子力発電所関連の税収等は、かなりの部分を占
めている。 
 
  [原子力発電所に関連した税収等（平成17年度数値）] 
 原子力発電所関連の歳入・交付金総額 ■ 約300億円 
 


















周辺市町村 電源交付金 ■ 約５億円 
   （注）県歳入の電源交付金には、一般家庭や立地企業への電気料の給付金が含まれている。 
 
 
  経済面  













 清掃、 資材調達等 ■ 約850億円 
 
関連従業者による 
消費支出誘発効果  従業員消費等 ■ 約250億円 
 
資料：上記３つの表の数値は、新潟県、東京電力提供のデータを基に 
   当会議で試算・加工したもの。 
－8－ 
 ②他県事例にみる基幹産業・中核企業の閉鎖・縮小が地域経済に及ぼす影響 







   北海道夕張市の事例  
   ●北海道夕張市では、地域の基幹産業であった炭鉱の閉鎖、その後のリゾート
開発破綻等の影響が重なり、昭和35年のピーク時には10万人を超えていた
人口が、平成18年にはその10分の１に近い約１万4,000人にまで減少した。 




   ●こうした中、当市では、地域の再活性化に向けて官民を挙げた各種施策を展
開しているところである。 
 
   岩手県釜石市の事例  




   ●同時に、昭和 38年のピーク時に約９万 2,000人に達していた人口は、平成
18年時点で約４万3,000人とほぼ半減したほか、小売業商店数も約1,100（昭
和 41年）から約 700（平成 16年）へと減少するなど、中核企業の事業縮小
等に伴う雇用機会の減少は、地域に大きな影響を及ぼすこととなった。 


















































































     [具体的な取り組み案] 
      ■ 住宅再建融資制度等を活用した被災者支援 
 










     [具体的な取り組み案] 
      ■ 被災者公営住宅整備 





















     [具体的な取り組み案] 
      ■ 新たな都市計画における「コンパクトシティ」の推進 
      ■ 都市計画のモデルケースと成り得るまちづくり 
 











     [具体的な取り組み案] 
      ■ 福祉施設と融合した商店街づくり 
■ 中心市街地に医療施設を集積したメディカルタウンの推進 
      ■ 公営住宅と商業・業務施設の合築 
 
－13－ 














     [具体的な取り組み案] 
      ■ 農山漁村での都市住民との交流、受入促進 
■ 公共交通に加え、コミュニティバス、乗り合いタクシーなどの交通体
系の整備検討 
      ■ コミュニティ産業の育成・振興 
      ■ ＪＲ越後線の高規格化による新潟～柏崎～上越間における高速アク
セスの確保の検討 
 








     [具体的な取り組み案] 
      ■ 被災地域の住民や企業等が主体となった地域の文化・歴史に関する勉
強会、見学会の実施 


















  地域内ＢＣＰの策定推進  







   ●ＢＣＰを地域社会に適用させた社会セキュリティ（Societal Security注)）
の考え方に基づいて、官民が連携を図りながら、地域型ＢＣＰの策定を検討
する。 







     [具体的な取り組み案] 
      ■ 個別企業・業界団体・組合等におけるＢＣＰ策定 





















     [具体的な取り組み案] 
      ■ 公助・共助体制の設計とインセンティブ創出の検討 
      ■ 災害協定の締結促進と行政による地域において基幹的な役割を果た
している特定企業に対する優先支援の検討 
      ■ 防災・事業継続に関する「寄り合い（連絡会、研究会、勉強会等）」
の発足と災害時企業互助センター機能の検討 
      ■ 防災対策に強い地元建設業者の育成 
 








     [具体的な取り組み案] 
      ■ 震災の資料・画像・映像等を収集・再構成したアーカイブスの整備 
















   観光等の振興  




   ●同時に、先進事例等を参考にしながら、海外からの観光客誘致の強化・充実
策についても検討を図る。 
 
     [具体的な取り組み案] 
■ 観光イベント・キャンペーン等の展開 
■ 海外観光客の誘致強化 
      ■ 2009年新潟国体を契機とした交流人口の拡大 
      ■ 2009年ＮＨＫ大河ドラマ「天地人」を活用した観光活性化 
 
   新潟のイメージアップ  








     [具体的な取り組み案] 
      ■ インターネット等を通じた情報発信の強化 

























































   製造業の高付加価値化  
   ●柏崎・刈羽地域には、機械・金属加工や食品加工等の製造業が集積し、早く
から地域経済のけん引役を担ってきた。これら地場製造業の活性化は、地域
の経済発展や雇用の維持・拡大に不可欠である。 
   ●このため、今後も民間企業・学術機関・自治体等が連携しながら新製品・新
技術開発を推進し、高付加価値化や競争力強化を図ると同時に、中小企業の
取引機会の拡大や販路開拓に向けて、官民を挙げた取り組みを展開する。 
   ●また、工業団地への新規企業の誘致についても引き続き取り組む。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 新製品・新技術の研究開発の推進 
      ■ 地元の企業・大学等との共同研究の推進 
      ■ 見本市・展示会を活用した販路開拓の推進 
 
   商業・サービス業の再生と新規創業  








   ●商店街に福祉・介護等のサービス業や農林水産業の機能を複合化させるなど
新たな集客の仕掛けやにぎわいの創出を検討する。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 商業・サービス業者の事業再建に対する支援 
      ■ 商店街等における新規創業者・開業者の育成 
      ■ まちづくりにおける商業・サービス業・農林水産業の連携強化 
      ■ 商店街・観光産業・学生などの地元関係者を核とした復興イベント 
        の展開 
 
   農林水産業の活力保持  
   ●被災地における農林水産業は、高齢化の進行や後継者の不足から、担い手の
減少をきたしている。本県の主要産業である農林水産業の維持・発展に向け
て、地域における第１次産業の将来的なビジョンを検討する。 
   ●農業では、被災を契機に稲作農家の組織化、経営の規模拡大や複合化・多角
化を推進する。 
   ●水産業では、被災施設の復旧支援により、漁業活動の効率化と鮮度管理の向
上を図り、産地間競争力を高める。 





     [具体的な取り組み案] 
      ■ 商業・観光産業における地場農林水産物の活用促進 
     ■ 直売・直食施設の整備やネスパス等を活用した農林水産品の販路 
        開拓促進 
     ■ 稲作農家の組織化、経営の規模拡大、複合化・多角化の推進 
 
   観光資源の再発掘  
   ●柏崎地域における最大の観光資源は、日本海である。マリンスポーツやクル
ージングなど、海を活かしたレジャーの充実を図るほか、既存の観光資源を
見直すことにより、今後の地域における観光の在り方を検討する。 
   ●全国の自治体や商工団体等を対象に、中越沖地震での被災状況と復旧・復興
に関する経緯やノウハウなどを観光資源とした視察旅行の導入を検討する。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ マリンスポーツの充実 
      ■ 往路は親不知で北陸自動車道を海から見上げ、復路はサンセットを楽
しむクルージングなど、新しい観光ルート等の整備 
      ■ 被災を活かした視察旅行などの検討 
－20－ 
 イ）構造変化に対応したまちづくり 
   コンパクトシティを目指した都市再生  





   ●行政サービスや福祉介護サービス、商業・サービス業等の機能を中心市街地
に集約化、複合化することで住民の利便性向上を図る。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 人口規模に応じたコンパクトシティ構想の推進 
      ■ 行政サービス、介護サービス等の中心市街地への集約化と都市機能の
複合化 
 
   原子力発電所との新たな関係構築  









     [具体的な取り組み案] 
      ■ 地域住民と原子力発電所の信頼関係の構築 
      ■ 安全・防災技術や次世代エネルギー等の研究拠点化 
      ■ 放射線治療等の専門医療機関の誘致又は整備 
－21－ 
（２）ケース２への対応 






































   企業誘致活動の強化と新規創業の支援  




   ●原子力発電所の廃炉に伴う産業構造の変化に対応するため、地域経済の活性
化と新たな雇用機会の創出に向けて、官民が一体となって、より成長力が高
く雇用創出効果のある新規企業の誘致活動を強化する。 
   ●当地域がこれまで蓄積してきたものづくりの技術を活かし、民間企業と学術
機関等が連携を図りながら、新たな企業の創出を支援する。 
 
     [具体的な取り組み案] 
      ■ 立地企業に対する新たな支援制度の整備・検討 
      ■ 新規企業誘致の積極展開 
      ■ 新規創業に対する支援 
 
   新たな産業の育成  
   ●原子力発電所廃炉後の新たな地域産業の育成に向けて、地域に蓄積された機
械・金属加工の技術を活かし、地元大学等と連携を図りながらロボット産業
等の新たな成長分野に関する研究開発を展開する。 




     [具体的な取り組み案] 
      ■ ロボット等の新分野開拓 




   長期的展望に立った新しい都市像の検討  
   ●原子力発電所の廃炉は、これまで地域の雇用・財政・経済面におけるひとつ
の支えを失うことになるため、将来的に地域の経済・社会の構造を大きく変
貌させる可能性がある。 




     [具体的な取り組み案] 
      ■ 地域の観光資源を活かした観光都市の検討 
      ■ リサイクルやエコロジーをテーマとしたエコタウンの検討 
 
   都市の構造転換  
   ●原子力発電所が廃炉となった場合には、地域における居住人口の大幅な減少
が懸念される。このため住宅・行政・福祉・商店等の都市機能をより中心市
街地に集約したスモールシティの在り方を検討する。 




     [具体的な取り組み案] 
      ■ 人口減少に対応したスモールシティ構想の検討 
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